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Ⅰ．侵食対策による効果・影響の
年次評価(案)の概要と今後の調査計画(案)
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１. 前回委員会の振り返り
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（１）宮崎海岸事業の進め方

（２）前回委員会の開催概要
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① 宮崎海岸の侵食対策

第11回委員会（H24年7月）資料より作成
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①北から流入する土砂を増やす
｛中長期｝一ツ瀬川北側や河川からの流入土砂を増やす
｛当面｝養浜をすすめる
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護岸
ご が ん
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② 宮崎海岸トライアングルおよびステップアップサイクル

【市民】
“宮崎海岸市民談義所

（広く開かれた議論の場）”

《専門家》

［宮崎海岸出張所］
（海岸よろず相談所）

“侵食対策検討委員会”
“技術分科会”
“効果検証分科会”

［事業主体］ 関係機関

①市民からの意見をしっかりと受け止める
②市民のなかに出向き意見を聞く

行政・市民・専門家、三者一体となって考える

市民連携
コーディネータ

自然現象の複雑さと社会環境・自然環境の変化に対する未来
予測の不確実性を踏まえ、どのような方法をとればよいかを検討･
実施し、その方法の効果を確認しながら、修正・改善を加えて、
対策を着実に進めていく。

Ａ：修正 Ｃ：確認

Ｄ：実行Ｐ：計画

効果を確認

現象の複雑さ
予測の不確実性

第11回委員会（H24年7月）資料より作成

宮崎海岸トライアングル 宮崎海岸ステップアップサイクル

・自然現象の複雑さ
来襲する波の大きさは年によって変わる
河川から海岸への供給土砂量は年や取り組みによって変わる など

・未来予測の不確実性
限られた期間に得られた外力条件をもとに予測している
予測シミュレーションで考慮できない不確実要素が存在する など

≪それぞれの役割と責任≫

事業主体 ･･･ 市民からの多様な意見を反映した案（複数）を専門家に提示
し、検討を依頼する。また、専門家からの助言をもとに、責任
ある意思決定をする。

専 門 家 ･･･ 事業主体からの案に対して、事業主体に技術的・専門的な立
場から助言する。

市 民 ･･･ お互いを理解・尊重しながら多様な意見を出し合い議論を深
める。

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ ･･･ 市民からの多様な意見を取りまとめ、事業主体に伝える。ま
た、事業主体が専門家に正確に伝えているか、専門家がきちん
と検討しているか中立・公正な立場からチェックする。
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（参考） これまでの委員会、分科会、市民談義所等の開催状況

■宮崎海岸 侵食対策検討委員会 平成19年9月7日～現在まで18回開催

■宮崎海岸 侵食対策検討委員会 技術分科会 平成21年1月29日～現在まで13回開催

■宮崎海岸 侵食対策検討委員会 効果検証分科会 平成24年7月22日～現在まで9回開催
※第9回は個別説明開催

■宮崎海岸 市民談義所 平成21年4月25日～現在まで44回開催
※第44回は資料配布による意見聴取

（※談義所開催以前に、懇談会5回、勉強会15回を開催）

技術分科会

第13回 【平成27年10月2日開催】

効果検証分科会 市民談義所

第9回 【令和2年11月16日～19日開催】

侵食対策検討委員会

第18回 【令和元年10月18日開催】 第43回 【令和元年11月16日開催】
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③ 効果検証の流れ

市民談義所は、調査及び工事に関する談義を
行い、事業主体に意見・要望を伝える。

事業主体は、調査結果及び談義を踏まえ、
年次評価（素案）を作成する。

効果検証分科会は、事業主体が作成した年次評
価（素案）を検討し、年次評価（案）を作成し、委員
会に報告する。

委員会は、効果検証分科会が作成した年次評価
（案）を検討し、最終的な年次評価を行う。

技術分科会は、必要に応じて、対策の修正、見
直しを検討する。

効果検証の全体フロー

効果検証分科会

侵食対策検討委員会

事業主体

技術分科会

※必要に応じて、
対策の修正、
見直しを検討

年次評価票（素
案）

市民談義所

※意見・要望

年次評価票年次評価票

年次評価票
（素案）

年次評価票
（案）

年次評価票

第12回委員会（H25年9月）

一部、第15回委員会（H28年9月）に修正している

（本日）

（10月開催：資料配布
による意見聴取）

（11月16～19日開催：個別説明）



① 事業主体は、対策工事の効果・影響を把握する目的で、次年度に調査を実施する。

② 事業主体は、調査結果を整理・分析し、年次評価(素案)を作成する。

③ 市民談義所は、調査及び工事に関する談義を行い、事業主体に意見・要望を伝える。事業主体は伝え
られた意見・要望を整理・分析に反映する。

④ 効果検証分科会は、前年度（Ｘ－１年度）調査の整理・分析結果をもとに、前々年度（Ｘ－２年度）に実施
された対策工事に対する年次評価(案)を作成する。

⑤ 効果検証分科会は、年次評価(案)を委員会に報告する。委員会は、効果検証分科会の報告を確認して、
最終的な年次評価を行う。

⑥ 事業主体は、委員会の年次評価を今後の対策工事、調査、整理・分析に反映する。

※Ｘ－１年度の対策工事は、Ｘ＋１年度に評価

すること（左表中ａ）としているが、Ｘ年度調

査等で効果・影響が明らかに認められる事

項については、Ｘ年度の効果検証分科会に

報告する（左表中ｂ）。
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対策工事

調査

整理・分析

市民談義所

効果検証分科会

委員会

Ｘ-２年度 Ｘ－１年度 Ｘ年度 Ｘ＋１年度

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

ｂ 

ａ 

⑥ 

第12回委員会（H25年9月）

④ 効果検証の対象となる工事と調査結果



１. 前回委員会の振り返り
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（１）宮崎海岸事業の進め方

（２）前回委員会の開催概要
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① 第１８回宮崎海岸侵食対策検討委員会の開催概要

□開催日：令和元年10月18日（金）

□場所：ホテルスカイタワー ピーコック

□議事概要：
Ⅰ. 侵食対策による効果・影響の年次評価(案)と今後の調査計画

１．前回委員会の振り返り

２．平成29、30年度の侵食対策実施状況

３．前回委員会以降の市民談義所等の開催概要

４．第8回効果検証分科会の検討結果

Ⅱ. 令和元年度予定工事等

１．令和元年度予定工事等

２．令和元年度以降の全体スケジュール

３．流砂系一貫の総合土砂管理の取り組み状況

【会議の様子】

【現地視察の様子】

（動物園東）

（住吉）
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② 効果検証結果（平成30年度調査結果に基づく年次評価の総括）

※計画検討前提条件については外力関係：2018(H30)年1月～12月、漂砂関係：2018(H30)年度調査結果について。養浜、突堤、埋設護岸については2018(H30)年度に実施した対策も一部含む

対 象 ～2017(H29)年度※

評

価

計画検討

前提条件

調査結果を特に注視し、前提条件の使用を継続

主な理由：来襲する波のエネルギーおよびその方向に年変動が見られるが、現時点で土砂の移動方向が想定と異なるような変化傾向は見られな
い。なお、平成30年は計画波高（11.6m）と同程度の波が観測され、エネルギー平均波の波向が平成29年に若干北側からとなっていたエ
ネルギー平均波の波向が指標設定範囲よりわずかに南側からとなっていることから、この点を特に注視しつつ観測を継続する。

養 浜

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：宮崎海岸全体で侵食進行の抑制効果が見られ、これまでに実施してきた養浜に一定の効果が見られる。一方、目標浜幅５０ｍを確保す
るだけの回復には至っていないことから、サンドバイパスの検討等、更なる養浜の推進が必要である。なお、アカウミガメの上陸・産卵に配
慮した適切な養浜の実施が引き続き必要である。

突 堤

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：突堤群の設置範囲（陸側～突堤先端沖）でも若干の土砂量の回復が見られ、突堤近傍では一時的ではあるが砂浜も見られるよ
うになってきており、沿岸漂砂を捕捉する一定の効果は確認できる。ただし、砂浜の回復にまでは至っておらず、現在の堤長
では直接的な土砂供給が必要であり、沿岸漂砂を捕捉する効果を十分に発揮するためには更なる延伸が必要と考えられる。

埋 設

護 岸

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：計画波高相当の高波浪来襲においても、埋設護岸設置区間の浜崖後退を防ぐことができ、一定の効果が確認された。一方、侵食傾向

の大きい動物園東を中心に、波浪によりサンドパックが露出する状況がみられるため、養浜と突堤による砂浜回復を推進するとともに、

学識者や地元環境保護団体と協力し、適正な維持・管理が必要である。

年次

評価

の

総括

■計画検討の前提条件である波浪について、波向が計画値と異なる場合には、土砂移動が想定と異なってくる。この場合には、養浜

や突堤の計画を再検討する必要が生じる。今後、この傾向が一時的な現象であるかを注意深く監視していくことが重要である。

■３つの対策（突堤、養浜、埋設護岸）は、各対策ともに一定の効果は発揮している。また、環境においては調査結果に変動はあるが

看過できない影響は見られず、利用においては看過できない変化・影響は見られていない。

■海岸全体としては侵食進行の抑制効果が見られ、これまでに実施してきた対策に一定の効果が見られる。一方、目標浜幅５０ｍを

確保するだけの回復には至っていない。埋設護岸については、急激な浜崖の後退の防止には寄与しているものの、砂浜を回復さ

せる機能はないことから、３つの対策のうち、砂浜を回復するための抜本的な対策である「土砂供給量の増加」、「養浜」により土砂

を増やすことと、「突堤」により南へ流出する土砂を減らすことをバランスを考えて今後一層進めていく必要がある。



①調査結果の評価について
□（分科会長から委員会への報告より）グラフで傾向を示す中で、短期的な傾向の判断が難

しく、捉え方に差が出ることもあるので注意すべきといった意見を踏まえ、効果検証分科

会で確認した。その他にも「浜幅」など、事業を実施する上で大事な言葉について、誤解

を与えないよう説明をしっかり工夫していくなど、今後も表現を注意していくことを確認

した。

□（委員）突堤周辺の状況としては、顕著と言えないまでも一定の効果があると言って

良い。調査票の整理としては、土砂供給量が足りないので短期的には土砂供給量を増

やす工夫をして、あわせて突堤延伸を進めていくとするのが良い。

②地球温暖化の影響について
□（事務局）これまでの潮位観測結果からは顕著な変化はみられていないが、地球温暖化の

問題については非常に大きな問題で、国家レベルで取り組まれている問題であるため、政

策としての動きもみながら対応していきたい。
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委員・事務局の発言等委員・事務局の発言等

⇒効果・影響検証結果（年次評価票）が、分科会、委員会を経て了承された。

効果・影響の検証結果について

③ 委員会の主な意見・指摘（1）



①突堤の延伸について
□早く突堤を伸ばさないと、養浜をしても侵食は続く一方ではないか
ということを懸念する声があった。

②参加体験型談義所について
□昨年12月に初めて「宮崎海岸サポーターズ」を開催した。これまで
の工事に対する意見交換の場と言うよりは、砂浜が戻ってきたとき
の利用や地域資源としての位置づけなどを考える場として考えてい
る。現地で捕れた魚に触れたり、子供達が地引き網を見学したりし
て海岸の価値を共有できたと思う。
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今後の進め方について

市民連携コーディネータからの報告内容市民連携コーディネータからの報告内容

③ 委員会の主な意見・指摘（2）



※前回の委員会では300ｍの突堤の現計画と違った対策が良いという意見が出ていたため、会の冒頭
に前委員長から、現計画が様々な観点から総合的に最善策として考えられていることを説明した。

□（事務局）今後の予定はどういう状況かについては、昨年の地域の方との話し合いの中で、一部
の方から今以上の延伸に理解を得られず予定できていない状況である。

□（委員）地元地域のウォーキングフェスタを宮崎海岸で行っている。参加者からは突堤は効果が
あるのだから早くやって欲しいという意見が出ているのでお伝えしたい。

□（委員）突堤を伸ばすことは、漁業者の操業に非常に関係してくる。以前は沖合にバー（沖合の
連続した浅瀬）があり、トラフに魚が溜まっていたが、最近はバーが深くなっている。宮崎海岸
北側の県区間をみるとはるかに土砂が滞留しているので離岸堤のような工法をとってもらいたい。
突堤を出したら悪いということではないが、ただ伸ばすというのでは困る。

□（委員）50ｍ程度沖の離岸堤では、その沖合の土砂が止められず、バーやトラフを回復すること
にはつながらない。300ｍより沖合に造るとすれば漁業への支障は300ｍ突堤より大きい。計画時
にできるだけ影響を減らす工夫はしたがゼロにはならず、何か対策をすれば必ず影響がでるのは
仕方ないこと。事業者と漁業者、関係者でしっかり協議して欲しい。

□（委員）事業の関係機関として十分に納得の上進めることが重要と考える。国、県、関係機関と
連携・協力していきたい。
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⇒（事務局発言）突堤延伸が予定できていない状況について様々な立場から意見や助言を頂いた。漁
業の立場からは懸念があるとの意見も頂いた。今後、事業者と県、市、関係機関が連携して、漁業者、
地域の方としっかり話をしてこの状況を解決し、少しでも早く突堤延伸に着手したい。

今後の進め方について

委員・事務局の発言等委員・事務局の発言等

③ 第８回効果検証分科会および第18回委員会の主な意見・指摘



２. 平成30年度、令和元年度の侵食対策実施状況
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① 養 浜

(単位：万m3)

平成21年10月撮影
0 2(km)

動物園東

住吉海岸沖一ツ瀬川右岸

大炊田海岸 突堤周辺

一ツ瀬川河口右岸 住吉海岸沖

住吉

大炊田海岸

石崎浜 動物園東

平成26年11月撮影

投入場所 平成30年度 令和元年度
直轄化以降 計
（H20～R1年度）

一ツ瀬川河口右岸 陸上・海中 － 4.8 14.2

大炊田 陸上 1.8 0.9 24.8

石崎浜 陸上 1.7 0.8 19.7

動物園東 陸上 5.2 5.4 41.1

住吉海岸沖 海中 － 1.5 37.3

住吉 陸上 1.2※1 3.4※2 6.5

住吉(県離岸堤背後) 陸上 － － 3.8

合 計 9.9 16.8 147.4

・平成30年度に約9.9万m３、令和元年度に約16.8万m３の養浜を実施

※1 補助突堤①と補助突堤②の間に投入
※2 補助突堤②の北側に投入



補助突堤② 補助突堤① 突堤
N
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② 突 堤

場
所

※令和元年度は突堤実施なし 侵食対策に求められる
機能との対応

主な目的
工事概要 H30 総延長

住
吉
海
岸

突堤 設置 －
L=75m

H24：30m
H25：45m

機能②：沿岸方向の流
出土砂の減少

宮崎海岸から南へ流
出する土砂を減らす

補助突堤① 設置 L=8m
L=50m

H28：42m
機能②：沿岸方向の流
出土砂の減少
（沿岸方向の土砂移動
の抑制）

宮崎海岸から南へ流
出する土砂を減らす
目標浜幅を早期に回
復させる

補助突堤② 設置 －
L=50m

H28：50m

いずれも令和2年3月23日撮影

補助突堤② 補助突堤① 突堤

施工期間：H28年1月～H28年6月
H30年12月～H31年2月

施工期間：H24年3月～H26年3月
(H28年度：天端被覆・補修)施工期間：H28年5月～H29年3月



- 16 -
③ 埋 設 護 岸

全施工範囲 L=1、100m

施工済 L=940m

動物園東

施工済 L=1、600m

石崎川

大炊田

埋設護岸断面図

場 所
※全区間埋設護岸完成済み 侵食対策に求められる

機能との対応
主な目的

工事概要 H30 総延長

大炊田海岸

埋
設
護
岸

設置 － L=1,600m

H25：1,600m

機能③：浜崖頂部高の

低下防止

越波・浸水の防止のため砂
丘の高さを確保

補修 20m 埋設護岸の機能復旧

動物園東

埋
設
護
岸

設置 L=160m
L=1,100m

H26：280m
H28：440m
H29：220m

越波・浸水の防止のため砂
丘の高さを確保

補修 －
埋設護岸の機能復旧および再度災

害防止

KDDIタワー前面の20m程度区
間は袋詰玉石で仮設施工済み

H30施工範囲
L=160m



- 17 -
（参考） サンドバイパスの試験施工 （R元年度実施状況）

河口河道内の
航路浚渫土砂を利用

□目 的 ： 将来の維持養浜に向けた効率的・効果的な養浜手法に関し、主要手法であるサンドバイパス
の試験施工を関係機関と連携して実施。

□令和元年度
の実施状況：

・一ツ瀬川河口付近の富田漁港の浚渫土砂1.5万ｍ３（目標0.5万ｍ３程度）のサンドバイパ
ス（投入箇所：大炊田）を実施し、連携手法や課題を確認した。

・実施に先立ち、国・県・市の関係部局からなる「宮崎海岸情報共有会議」を設置。土砂調
達のルールについて整理、共有するとともに、一ツ瀬川河口付近の浚渫や掘削予定から試
験施工の調整を行った。

□令和２年度 ：
の予定

一ツ瀬川河口付近で0.4万ｍ３程度を予定（令和２年１２月～令和３年３月予定）
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（参考） コンクリート護岸区間の早期の砂浜形成（川砂・川砂利養浜）（R元年度実施状況）

0 100 200 (m)

突堤L=75m補助突堤①
L=50m

H29/05/11撮影(国土地理院)

補助突堤②
L=50m

令和元年度に実施済

〇投入予定の材料
大淀川右岸16k160 小丸川左岸3k450

令和２年度に実施予定

20cm

〇令和元年度投入後の様子

2019(R1)年11月18日撮影
潮位T.P.+0.09m

2019(R1)年11月16日撮影 潮位T.P.+0.04m

□目 的 ： コンクリート護岸区間に早期に砂浜を形成させるた
め、より動きにくい川砂・川砂利による養浜を実施

□令和元年度
の実施状況：

突堤区間の上手側である補助突堤②の北側に、3.4万m3

（目標約4.5万m3）の川砂・川砂利養浜を実施した。底質

調査、測量等のモニタリングを継続的に実施しており、当
初の想定どおり海岸線にとどまる傾向を確認している。

□令和２年度 ：
の予定

補助突堤①の北側に3～4万m3程度の川砂・川砂利養浜
を実施する予定（令和２年７月～令和３年２月予定）

□備 考 ： 効果を確認しつつ、次年度以降も継続を想定



- 19 -
（参考） 川砂・川砂利を用いた養浜のとどまり状況（底質調査結果の速報）

■調査概要
時期：令和２年２月(投入直後)、陸上砂浜部は６月以降月１回
内容：底質の採取、写真撮影
方法：陸上砂浜部：表層および30cm程度掘った箇所の底質を採取

海 中 部：潜水士により表層の底質を採取

汀線から50ｍ沖合（補助突堤②の約100ｍ北側）

R2.2
・均一な砂である。

R2.7.23
・均一な砂であり、R2.2からの顕著な

変化はない。補助突堤②

2020(R2)年7月22日撮影
潮位T.P.-1.00m

表層

■主な調査結果（速報）
○養浜は波を受け、海岸線に沿って補助

突堤②の北側に広がっていると考えら
れる。

○粗い礫は汀線や陸上に見られ、海中の
沖側にはほとんど確認されていない

表層

砂浜の状況（補助突堤②の約100ｍ北側から南側を臨む）

R2.2（養浜直後）
・砂が大部分を占める。点在する

礫も確認できる。

R2.9.16（台風後）
・砂分が減少し、礫分が残っている

R2.10.16（台風から約１か月後）
・砂が戻り大部分を占める。砂の下には礫が確認できる。

○表層から30cm程度掘った様子

補助突堤②

補助突堤②

補助突堤②
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（参考） 川砂・川砂利を用いた養浜のとどまり状況（測量解析結果の速報）

■調査概要
時期：令和元年６月（投入前）令和元年１２月(投入開始直後)，令和２年６月
内容：海中・陸上の地形計測

■主な調査結果（速報）
○補助突堤②北側の広い範囲に、汀線近傍への土砂の堆積が確認できる。

2020(R2)年6月測量成果

埋設護岸 傾斜護岸

断面Ｂ（No.-59+100）

補助突堤①

緩傾斜護岸

補助突堤②
北側

補助突堤②
南側

養浜盛土

断面Ｄ 断面Ｃ 断面Ｂ 断面Ａ

断面Ａ（No.-59）断面Ｄ（No.-61）

補助
突堤②

R02.06

R01.06

T.P.m

-10
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0 50 100 150 200 250 300
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高
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m）
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断面 ④( )
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R02.06
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R02.06
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：R01.06からR02.06の堆積箇所

：R01.06からR02.06の堆積箇所

：R01.06からR02.06の堆積箇所
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断面 ③( )

R01.06
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断面Ｃ（No.-60）

R02.06

R01.06

：R01.06からR02.06の堆積箇所
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（１）昨年度委員会後の市民談義所(第43回)

（２）今年度効果検証分科会前市民談義所
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第43回宮崎海岸市民談義所の開催概要

□開催日：令和元年11月16日（土）
□場所：佐土原町商工会館、宮崎海岸(住吉海岸)
□参加した市民：25名

□議事概要：
１．宮崎海岸の侵食対策の概要

２．第42回宮崎海岸市民談義所の振り返り

３．報告：効果検証分科会、委員会の結果報告

（事業効果・影響の年次評価、今後の工事予定等）

４．現地見学・体験（工事見学、砂浜調査体験）、

談義（今後に期待すること）

５．今後の予定

【談義の概要】
●効果検証分科会、委員会での事業効果・影響の評価結

果を報告するとともに、現地で砂浜調査体験を実施し
た。

●養浜された砂や礫がどのように移動し、どのように砂
浜が形成されるのか理解が深まった、こういった談義
所の内容について報道を通じるなどして広く周知し、
参加者を増やして欲しい、といった意見が出された。

砂浜調査体験 （底質採取見学、ふるい体験）

談義の様子 （室内、現地）

工事見学



３. 前回委員会以降の市民談義所等の開催概要・意見
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（１）昨年度委員会後の市民談義所(第43回)

（２）今年度効果検証分科会前の市民談義所※

※新型コロナ禍を受け、会議形式の開催は中止とし、希望者に資料を配布して
アンケート形式で意見を募集する形式で実施
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① 資料配布と意見募集

21名の市民・報道関係者

から資料配布の申し込み

があり、このうち14名から

郵送による意見の提出、

１名がホットラインを利用

した。

■記者発表資料

■ホットラインの案内状
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② 意見の整理結果

意見の集約結果は、参考資料３ 効果
検証分科会資料9-Ⅱ中、p.27～第2章

「宮崎海岸侵食対策の効果・影響に関
する資料配布（意見聴取）」に掲載

■項目「波浪」に関する意見の整理例
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③ 市民連携コーディネータからの報告（意見の集約結果）

〇コロナ禍の影響で談義所の通常開催が難しいなか、市民、専門家、事業主体の連携
と協働を市民連携コーディネータが促進するという宮崎海岸トライアングルの理念
を実現するため、資料配布による意見聴取およびコーディネータへのホットライン
開設によって、海岸侵食対策事業の効果および現在の海岸の状況などについて広く
意見を収集した。

〇市民からの意見については、事務局が示した対策の評価と市民の認識との大きな差
異はないといえる。

〇一方で、市民の大きな懸念としては、まず養浜について、その効果が現時点では限
定的であるという認識がみられる。それと関連して、突堤延伸を早期に実現するよ
う求める声がある。埋設護岸についてはおおむね、2020年度の台風時においてもサ
ンドパックによって浜崖が守られたことを実感している。

〇突堤延伸の見通しが市民に示されていないことから、突堤以外の新たな対策を導入
する提案も多くみられた。また、管理を県に移行した後の維持管理の実行可能性や、
抜本的な総合土砂管理の実現についても市民は声をあげている。

〇今後重要になるのは、侵食対策事業のスケジュールを明確にしつつも、さらにその
先の将来も含んだより包括的な宮崎海岸のあり方と具体的なアクションプランを描
いていくことである。そのためには、国土交通省や宮崎県だけでなく、宮崎市、多
様な市民や民間企業などが連携・協働するための場としくみをつくっていくことが
必要となる。



４．第９回効果検証分科会の検討結果
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告



柴田委員

堤委員

中村委員

須田委員
（分科会長）

西委員

村上委員
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第９回効果検証分科会 開催概要

□開催について
今回の効果検証分科会は、新型コロナウイルス感染症

への対策を踏まえ、一堂に会する方法はとらずにwebを

活用する等して各委員へ個別に説明し、全員から意見を

求める方法で実施した。

□開催状況：

□議事概要：
１．昨年度に実施した効果検証の振り返り

２．平成30年度、令和元年度の侵食対策実施状況

３．昨年度分科会以降の市民談義所開催概要・意見

４．今年度の効果検証（案）

５．今年度後期以降の調査実施計画（案）

６．その他

令和2年 11月16日(月) 柴田委員 web方式

11月17日(火) 堤 委員 web方式

中村委員 対面方式

11月18日(水) 須田委員
（分科会長）

対面方式

11月19日(木) 西 委員 web方式

村上委員 対面方式



４．第９回効果検証分科会の検討結果
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告



平成29年度
まで

養浜 120.7万m3

突堤 75m

補助突堤① 42m

補助突堤② 50m

大炊田地区 1600m

動物園東地区 940m

令和2年度

市民談義所
（効果検証関係）

効果検証分科会

委員会

対
策
工
事

突堤

埋設
護岸

調査

整理・分析

平成30年度 令和元年度 令和3年度

- 30 -
① 今回の検証対象となる工事と調査結果について

本日の
委員会

10月
資料配布

11月16日
～19日開催
（個別説明）

12月18日
開催予定

2０万m3程度（予定）

実施しない予定

実施しない予定

完成済

完成済

L=8m

9.9万m3

L=160m 完成済

・昨年度（令和元年度）の調査結果をもとに解析している。主に２年前（平成30年度）迄に実施した
対策工事の効果や影響となる。

・資料配布をはじめとする令和２年度の市民からの意見・情報等は極力とりまとめた。
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② 令和元年度の調査計画と実施状況
計画

実績

（R02.4以降）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1.潮位観測 水位計を定点に設置・観測 宮崎港 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 1

2.波浪観測 波高・流速計を定点に設置・観測 ネダノ瀬 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 2

3.風向・風速観測 風向・風速計を定点に設置・観測 赤江（気象庁） 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 3

流速計を定点に設置・観測 突堤周辺、県離岸堤区域，動物園東，大炊田海岸 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施

フロート、染料による表層流れの調査 突堤周辺 必要に応じて ● 未実施 実施しない 状況により判断

海抜(T.P.)-12mよりも深い場所での代表点 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない

突堤の北側にﾄﾚｰｻｰ投入、突堤の南北で追跡調査 必要に応じて ● H28年 実施しない 状況により判断

6.海底ビデオ ダイバーによる海底ビデオ撮影 代表測線 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 6

7.底質コアサンプリング 底質の鉛直方向の採取と放射年代測定等 海抜(T.P.)-12mよりも深い場所での代表点 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 7

8.飛砂調査 飛砂トラップ調査 砂浜が回復し飛砂が問題になった場所 必要に応じて ● ● 未実施 実施しない 状況により判断 8

9.流砂量観測 河川流量観測、掃流砂調査、浮遊砂調査等 小丸川・一ツ瀬川 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 9

宮崎港南防波堤～一ツ瀬川河口(自然浜区間の埋設
護岸設置箇所及び浜崖頂部背後を含む区間)

毎年 ● ● ● ● H30年 ○ 従来どおり 実施

一ツ瀬川～小丸川 毎年 ● H30年 従来どおり 実施

前年度工事を行った箇所や侵食が激しい箇所など、
注目すべき地点

必要に応じて ● ● ● H28年 状況により判断 状況により判断

ﾏﾙﾁﾌｧﾝﾋﾞｰﾑ、ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞｰﾑ等を用いた測量 代表測線（水深T.P.-10～-12ｍより深い場所） 毎年 ● H30年 従来どおり 実施

11.空中写真 飛行機等による垂直空中写真撮影 県離岸堤区域～小丸川 必要に応じて ● ● H26年 実施しない 状況により判断 11

12.カメラ観測 カメラ観測機材を定点に設置・観測
CCTV：ｼｰｶﾞｲｱIC，一ツ葉PA，動物園東，大炊田
固定ｶﾒﾗ：石崎浜，富田浜

毎年 ● ● ● H30年 従来どおり 実施 12

13.突堤・離岸堤堤体の点検
直接水準測量もしくはレーザー測量
堤防点検等の手法を準用（潜水目視観察含む）

県離岸堤区域，突堤天端及び法面 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 13

14.水質調査(汀線部) 施工箇所周辺の汀線際バケツ採水、分析(SS、濁度) 当該年度の施工箇所周辺(汀線際) 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 14

15.水質調査(カメラ監視) 一ツ葉ライブカメラ等を用いた日常監視 県離岸堤北端～一ツ瀬川 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 15

16.水質調査(海中部) 採水器による海中養浜周囲の採水、分析(SS、濁度) 当該年度の施工箇所周辺(海上) 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 16

17.底質調査
採泥器、ダイバーによる底質採取、
分析(粒度、土粒子密度)

宮崎港～小丸川(砂丘～T.P.-12m：標高1mピッチ)
（一ツ瀬川河口含む）

必要に
応じて

● ● ● H22年 ○ 実施しない 実施しない 17

18.養浜材調査 養浜材の分析(水底土砂判定基準項目) 新規の養浜材発生場所 必要に応じて ● H30年
新規の材料を投入す

る場合実施
新規の材料を投
入する場合実施

18

19.浮遊生物調査 採水、ネットを用いたプランクトン採取、分析 住吉海岸(広域1地点) 必要に応じて ● H24年 ○ 実施しない 実施しない 19

20.付着生物調査 潜水目視観察および枠内採取、分析 住吉海岸(広域1地点) 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施 20

21.幼稚仔調査 サーフネットを用いた採取、分析 宮崎港～小丸川(広域3地点) 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施 21

採泥器、ソリネットによる底質採取、
分析(底生生物、底質環境)

宮崎港～小丸川(広域3エリア) 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施

ソリネットによる底質採取、
分析(底生生物、底質環境)

当該年度の養浜箇所およびその周辺
突堤および県離岸堤周辺　(対策実施箇所3エリア)

毎年 ● ● H30年 ○ 従来どおり 実施

Dフレームネット等を用いた定性採取法 石崎川河口域 5年毎 ● H26-27年 実施※2 実施※2

地元漁法(網漁法)による採取、分析 宮崎港～小丸川(広域3エリア) 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施

大型サーフネットによる採取、分析 住吉海岸(突堤周辺および動物園東)のサーフゾーン 毎年 ● H30年 従来どおり 実施

潜水目視観察(付着は枠内採取) 突堤および県離岸堤周辺 毎年 ● H30年 ○ 従来どおり 実施

24.漁獲調査 統計データ調査 宮崎港～小丸川(浅海域) 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 24

25.植生断面調査 ライントランセクト法、横断測量 宮崎港～小丸川(広域6測線) 毎年 ● ● H30年 ○ 従来どおり 実施 25

26.植物相調査・植生図作成調査 空中写真をもとに、踏査による目視・記録 宮崎港～小丸川 5年毎 ● ● H26年 実施※2 実施しない※2 26

昆虫 27.昆虫調査 任意採集法、ﾗｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法、ﾍﾞｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法 宮崎港～小丸川(広域8地点) 5年毎 ● H26-27年 実施しない 実施※2 27

28.鳥類調査 宮崎港～小丸川(広域：3定点含む) 5年毎 ● H26-27年 実施※2 実施※2 28

29.コアジサシ利用実態調査 コアジサシの繁殖場所 毎年 ● H30年 従来どおり 実施 29

30.アカウミガメ上陸実態調査 上陸・産卵痕跡の確認・記録、横断測量 宮崎港～一ツ瀬川 毎年 ● ● ● H30年 ○ 従来どおり 実施 30

31.文献調査 宮崎野生研の調査データの収集 宮崎海岸を含む県内全域 毎年 ● ● ● H30年 従来どおり 実施 31

32.固結調査 可搬型測定器を用いた貫入調査 宮崎港～一ツ瀬川 毎年 ● ● H30年 ○ 従来どおり 実施 32

33.漁船による操船調査 突堤周辺での漁船を用いた試験操業 突堤周辺 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 33

34.海岸巡視 分布調査、聞き取り調査 養浜・突堤･埋設護岸施工箇所を含む宮崎海岸全体 毎年 ● ● ● H30年 従来どおり 実施 34

35.利用調査 分布調査、聞き取り調査 養浜・突堤･埋設護岸施工箇所を含む宮崎海岸全体 必要に応じて ● ● ● H23年 実施しない※1 実施しない※1 35

36.カメラ観測 カメラ観測機材を定点に設置・観測 ｼｰｶﾞｲｱIC，一ツ葉PA，動物園東，大炊田 必要に応じて ● ● 未実施 実施しない 実施しない 36

現地及び視点場からの目視及び写真撮影 突堤及び埋設護岸設置箇所周辺 毎年 ● ● H30年 従来どおり 実施

ヒアリング・アンケート等 突堤、埋設護岸 必要に応じて ● H27年 実施しない 実施しない

市民
意見

38.市民談義所・よろず相談所・
ヒアリング

聞き取り調査、書面等の確認の上要検討 問題が生じた場所およびその周辺 毎年 ● ● ● H30年 従来どおり 実施 38

39.巡視 関係者による目視、市民による目視・通報、ﾄﾞﾛｰﾝ撮影 県離岸堤北端～大炊田海岸(直轄工事区間) 毎年 ● ● H30年 従来どおり 実施 39

（なし）

※1：巡視時の利用分布やヒアリングは実施
※2：５年毎に実施

前回調査調査項目 詳細な調査手法(案) 実施場所・範囲
実施
間隔

確認事項

前提
条件

養浜
(機能①)

突堤
(機能②)

埋設
護岸
(機能③)

前回ま
での

効率化

今回
効率化

実施予定

2019(令和元)年度
今後の調査の

方向性

海
象
・
漂
砂

4.流向・流速観測 4

5.トレーサー調査 着色砂等を用いた砂の追跡移動調査 5

測
量

10.地形測量

汀線横断測量
浜崖横断測量
ﾏﾙﾁﾌｧﾝﾋﾞｰﾑ等を用いた面的な測量 10

魚
介
類

23.魚介類調査 23

底質

浮遊・
付着・
幼稚仔

底生
生物

22..底質･底生生物調査 22

定点観察法、任意踏査による観察

アカ
ウミ
ガメ

植物

新規調査

景観 37.景観調査 37

目視点検

環
境
・
利
用

水質 ○

利用

鳥類

実施なし

実施なし

実施なし

実施なし

航空レーザ測量

養浜投入前に実施

第14回ｳｫｰｷﾝｸﾞﾌｪｽﾀ



・4つの評価単位毎に継続の可否を判断する。

・｢対策検討の前提条件｣の妥当性及び｢養浜｣、｢突
堤｣、｢埋設護岸｣の効果・影響を評価するため、分析
結果をチェックシートを用いて4つの評価単位に振り
分ける。

・計画変更につながる現象が生じていないかを確認す
るための指標を調査項目毎に設定した。
（第1回効果検証分科会で設定済）

・調査結果が通常の変動の範囲内であるかを判断す
るための基準として用いるため、指標に設定する変
動範囲を検討する。

・洗い出された指標について、何らかの処置が必要か
どうかを判断するために、多角的に分析を実施する。

- 32 -

計画変更現象
チェックシート

調査項目毎の指標の設定

分析すべき指標の洗い出し

分 析

評 価

計画検討の
前提条件

養 浜 突 堤 埋設護岸

指標に設定する変動範囲の検討

・指標に設定した範囲と評価対象年度の調査結果を比
較し、分析すべき指標を機械的に洗い出す。

効果検証の体系（案）

効果検証において
毎年度検討する範囲

第12回委員会（H25年9月）

③ 検証の流れ



４．第９回効果検証分科会の検討結果

- 33 -

（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告



①高波浪 【参考資料1 p.2-6～9、p.6-5～6】
- 34 -

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

■目的：来襲した高波浪が、護岸等の天端高やブロックの安定性などの設計に用いている計画値（30
年確率波）や突堤の天端高の検討などに用いられている計画値（年数回波）を越えていないか

を確認。

・2019（R1）年の年最大の波高は9.7m（台風8号）であり、計画値より小さく10年確率波（9.85m）と

同程度であった。また、年数回波の波高は6.2mであり、指標設定した範囲より僅かに大きかった。

※波高は有義波高(毎正時前後10分間に観測した波高のうち、高い方から三分の一を平均した波高)
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②エネルギー平均波 【参考資料1 p.2-10～13、p.6-7～10】
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■目的：地形変化が生じる要因となる土砂を動かす波の強さ（エネルギー）が、計画で想定している

範囲を超えていないか確認。

・2019（R1）年の1年間の波高は指標設定した範囲を僅かに上回った。周期は範囲内であった。

・2019（R1）年の1年間の波の強さ（波のエネルギー）は、平年より若干大きかった。
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※2014(H26)年3月から、細島港沖のNOWPHAS宮崎日向沖(高
知西部沖と同様のGPS波浪計)において、波浪観測が開始
され、データが公開となった。

宮崎海岸（ネダノ瀬）と近隣観測地点の波高・周期の経年変化

2019(R1)

（参考）宮崎海岸（ネダノ瀬）に来襲した年別の
波の強さ（波のエネルギー）

有義波高(m)
凡例
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※１ 波のエネルギーは energy flux（エネルギー流束）。
※２ エネルギー平均波高・周期とは、波のエネルギーの

大きさを波高・周期で表したものである。
図中の数値は１年間の波のエネルギーを合計した値から算定している。

※３ 調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります.

2019(R1)



- 36 -
③波向 【参考資料1 p.2-10～13、p.6-7～10】

・2019（R1）年は、計画検討時に比べて E（東） 方向からの波が多かった。

・エネルギー平均波の波向は、指標設定した範囲内であった。計画値に対しては若干南からであった。

■目的：地形変化が生じる要因となる土砂を動かす波の向きが、計画で想定している傾向と異なって

いないか確認。

少ない

多い

2019年1月～2019年12月

少ない

多い

2018年1月
～2018年12月

Ｓ

少ない

多い

2017年1月～2017年12月

Ｓ

多い

Ｓ

※調査結果は精査中であり、今後、変更・
修正する可能性があります

宮崎港防波堤沖

ネダノ瀬

2006年1月～2009年12月（宮崎港防波堤沖）

有義波高(m)ネダノ瀬

(年平均)

Ｓ

計画検討時

計画検討時の波向別
エネルギー分布

エネルギー平均波向の経年変化

2019(R1)

Ｓ

計画値



海象（波浪）①～③のまとめ
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■主な調査・分析結果

・2019（R1）年の年最大波高は9.7mであり、計画値より小さく10年確率波と同程

度であった。

・年数回波高は設定した指標範囲より僅かに大きかった。1年間に来襲した波の

エネルギー（土砂を動かす力）は平年より若干大きかった。

・エネルギー平均波の波向は、2019（R1）年は設定した指標範囲内であった。計

画値に対しては若干南からであり、この点を注視しつつ観測を継続する。

⇒計画検討の前提条件の評価に反映



４．第９回効果検証分科会の検討結果
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)



■目的：浜幅の変化状況を確認

- 39 -
①浜幅変化 【参考資料1 p.6-14～23】

・直轄事業着手後の2009 （H21）年以降、宮崎海岸北側の二ツ立では増加傾向、大炊田では2014（H26）年頃か
ら横ばい若しくはやや増加傾向である。

・石崎浜～動物園東では、2014（H26）年頃まで続いていた減少傾向が鈍化し、近年は横ばい傾向、住吉海岸（突
堤北側）では2009（H21）年以降、横ばい傾向である。

・区間①～⑦の浜幅は9m～64m（平均34m）であった。
・前回から（2018（H30）年と2019（R1）年）大きな傾向の変化が見られず、監視を継続する。

※１ 浜幅：浜崖（2008年12月）の法肩もしくはコンクリート護岸の法肩～汀線の距離
※２ 調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

浜幅※1の変化
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②土砂量変化 【参考資料1 p.6-24～25】

■目的：詳細な測量データを用いて海中部(沖合約1km，T.P.-10m程度以浅)も含めた土砂量の変化

状況を確認

・直轄事業着手後の2009 (H21)年以降、宮崎海岸北側（一ツ瀬川右岸～大炊田）は堆積もしくは維持傾向である。

・石崎浜～住吉海岸(突堤北側)では2014(H26)年頃まで続いていた侵食傾向が鈍化し、近年は横ばい若しくはやや回復傾向を示している。

・前回から(2018(H30)年と2019(R1)年)大きな傾向の変化は見られず、監視を継続する。

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

養浜量(累積)
土砂変化量

沿岸区分ごとの土砂変化量(2009(H11)年12月基準)
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③地盤高変化量の平面分布 【参考資料1 p.6-26～27】

■目的：詳細な測量データを用いて海中部(沖合約1km，T.P.-10m程度以浅)も含めた平面的な地盤高変化状況を確認

・直轄事業着手後の2009（H21）年から2019（R1）年及び突堤建設着手後の2012（H24）年から2019（R1）年の地盤高
変化図をみると、海岸護岸、浜崖から約500m付近より沖側は侵食傾向、岸側は堆積傾向であることがわかる。

・堆積傾向が顕著に見られるのは、海岸護岸、浜崖から300m～450m付近であり、突堤設置区間では、各突堤の北側
で堆積傾向が確認できる。

・一方、汀線付近は住吉海岸北側（動物園東付近）を中心に青色が見られ、未だ堆積傾向（砂浜回復）に至っていない。

・前回から(2018(H30)年と2019(R1)年)大きな傾向の変化は見られず、監視を継続する。

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

突堤設置区間拡大

0 200 (m)

突堤設置区間拡大

0 200 (m)

直轄区間(大炊田地区) 直轄区間(住吉地区)
突堤補助突堤①補助突堤②石崎浜 動物園東



- 42 -
④サンドパック背後の浜崖形状の変化 【参考資料1 p.6-40～41】

■目的：埋設護岸設置箇所・設置予定箇所において浜崖頂部が対策上必要な高さを有しているかを確認

・2019(R1)年は8月の台風8号，10号等、高波浪が作

用したが、地盤が低くなっていたサンドパックの新設
箇所を含め浜崖の顕著な後退を防ぎ、背後地を守る
ことができた。

・なお、動物園東北端120m区間を2019(H31)年3月に
完成させている。その南側であるNo.-66断面で、連続

する台風により養浜盛土の一部が削られたが速やか
に復旧を行っている。

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

自然浜における浜崖頂部高

測量基点からの沖向き距離(m)

H31.3完成

サンドパックと
養浜盛土により
必要高を確保 速やかに復旧

H30.3完成

No.-66付近の復旧状況
2020(R2)年3月17日撮影

養浜盛土が削られた箇所
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（参考） 令和元年の台風来襲後の宮崎海岸の状況

■2019（R1）年は、宮崎県に上陸した台風8号により、１０年確率相当（波高※9.7m）の高波浪を観測した。さらにその1週間
後には、台風10号が宮崎海岸の東側を比較的ゆっくりと北上したため、年数回波相当以上の波が大潮の満潮３回と重な
るなど、連続して高波浪にさらされた。

■サンドパックの天端を超える波浪が繰り返し作用してサンドパック上およびサンドパック背後の養浜が流出し、部分的に
サンドパックの軽微な破損があったが、浜崖の後退は防ぐことができ、事業の効果を確認することができた。

【動物園東】 【大炊田】

全景 全景 ・南側はｻﾝﾄﾞﾊﾟｯｸの露出が見られるが
浜崖後退は見られない。

・北側は養浜した覆土が残っていた。

R1.8.16撮影

※ここでの波高とは換算沖波波高（観測波高から地形による影響を除外して換算した波高）

令和元年の台風後の海岸の状況

南側端部

・これまでもｻﾝﾄﾞﾊﾟｯｸが露出してい
た南端部の状況。同様な傾向は
あるが、浜崖後退は見られない。

南側端部

・これまでもｻﾝﾄﾞﾊﾟｯｸが露出してい
た南端部の状況。同様な傾向は
あるが、浜崖後退は見られない。

・全体的にｻﾝﾄﾞﾊﾟｯｸの露出が見ら
れるが浜崖後退は見られない。

R1.8.16撮影
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（参考） 令和元年台風10号通過時に宮崎海岸に作用した外力の概要
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宮崎海岸の海岸線の代表的な法線⽅向 (N105°E)

北からの波
↑
↓
南からの波

2019/8/7 8 9 10 11 12 13 14 15

宮崎海岸の指標範囲

■８月６日に台風８号による年最大波高を観測してからすぐに台風１０号の影響が出始め、１週間
後の８月１３日から１４日にわたって、朔望平均満潮位（H.W.L.）相当以上の満潮３回と、年数回
波相当以上の波が重なった。

■波向きは、海岸線の代表的な法線方向（N105°E）に対して、８月１０日頃までは南からの波で

あったが、台風が接近するにつれて北からの波にシフトし、波高が高くなる１３日からピーク時お
よびピーク後である１５日にかけて、指標範囲若しくはそれより北からの波向きとなった。

大潮

台風10号経路図 (気象庁)

○印：傍らに記した日の午前9時、●印：午後9時の位置、→|：消滅

年数回波相当
以上の波

H.W.L.相当以上の潮位3回

宮崎海岸のH.W.L.（朔望平均満潮位）

波高と潮位のピーク一致
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測量（地形変化） ①～④のまとめ

⇒計画検討の前提条件、養浜、突堤、埋設護岸の評価に反映

■主な調査・分析内容

・直轄事業着手以降、宮崎海岸北側の二ッ立を除き侵食傾向であった状況が、
2014（H26）年頃を前後して侵食傾向が鈍化し、近年は横ばいもしくは若干の堆
積傾向を示す区間も見られている。

・突堤設置区間では、各突堤の北側（突堤先端沖より陸側）で若干の堆積傾向が
見られ、一定の効果が確認できる。養浜土砂の供給によりさらなる効果が期待で
きる。

・台風8号，10号等、高波浪が作用したが、地盤が低くなっていたサンドパックの
新設箇所を含め浜崖の顕著な後退を防ぎ、背後地を守ることができた。

・前回から（2018（H30）年と2019（R1）年）大きな傾向の変化が見られず、監視を
継続する。

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります



４．第９回効果検証分科会の検討結果
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告



①アカウミガメ 【参考資料1 p.4-147～151、p.6-83～86】
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■目的：アカウミガメの上陸状況や産卵状況を確認
・2019（R1）年のアカウミガメの産卵状況は、7月の15日間調査（石崎浜～一ツ葉）でみると、上陸数・産卵数ともに前年から減
少した。これは全国的な傾向と類似しており、今後も傾向の監視を継続する。

・産卵期全期間（5～8月）の宮崎海岸全体（一ツ瀬南～一ツ葉）では、上陸272回と産卵155回が確認された。そのうち、埋設護岸設置範
囲に98回の上陸と51回の産卵が確認された。埋設護岸設置範囲の産卵のうち、約83%(43回)が埋設護岸上や陸側であった。

・前回（2018(H30)年と2019(R1)年）と比較すると宮崎海岸全体の産卵数が173回から155回と若干の減少であった。埋設護岸区間の上
陸・産卵数は、大炊田では若干の増加、動物園東では減少であった。
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※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

※毎年7月のうちの15

日間の調査結果

※2009年以前は任意

の20～50日の結果を

15日当たりに換算

石崎浜以南（①-1～⑦区間）

※出典：日本ウミガメ誌2018

宮
崎
海
岸

全
国

大炊田（⑩） 動物園東（④）

上陸数 上陸数

産卵数 産卵数

埋設護岸区間の上陸・産卵数
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（参考） アカウミガメなどの最近の上陸・産卵状況等

・覆土養浜材には良質な砂を使う工夫や、陸側の締まった砂をほぐすなどの工夫を実施している。

・ 2020（R2)年も大炊田海岸でアカウミガメの上陸・産卵が確認された。

〇令和元年の上陸状況

大炊田地区 R1.6.6 大炊田地区 R2.6.19

現地の砂を押して砂
浜を復元した箇所で
上陸を確認

〇令和2年の上陸・産卵状況

大炊田地区 R2.6.26

9K200

大炊田地区 R2.8.5

上陸跡

産卵跡

上陸跡

上陸跡

上陸跡

上陸跡

現地の砂を押して砂浜を復元した
箇所で上陸・産卵を確認

埋設護岸の表層の養浜材に、サンビーチ
一ツ葉掘削で発生した砂を使うなど工夫



【突堤や離岸堤】
• ブロックに集まる魚類や表面に付着す

る貝類などが見られます

• 魚の幼稚仔や砂に潜って生活
するヨコエビ類・貝類など

• 稚魚～大型魚、餌となる小さな
アミ類など（約150種の生物）

• 生物にとっての餌場、隠れ場、育つ
場となっています

• 中～大型魚、餌となるエビ類、
貝類など（約140種の生物）

• 種数の約6割はサーフゾーンと共通
しています

波打ち際
(汀線)

サーフゾーン
(波打ち際～沖合の中間)

沖合
(砕波帯)

稚魚・ヨコエビ類など キュウシュウナミノコ

メジナの群れ イワガキ

アミ類

イシカワシラウオ カタクチイワシ

ヒラメの幼魚

オニノウチワ

サルエビ

オオニベ

シマミクリガイ

⽔深約8〜12m
⽔深約2〜5m

⽔深約0.5〜1.5m

②海域の自然環境調査 【参考資料1 p.6-51～76】

■目的：海域における魚介類の生息状況を確認
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・波打ち際から沖合までの海域では、2019（R1）年はサーフゾーンで約150種、沖合で約140種の生物を確認し、前回までと同様に多
様な種が確認された。サーフゾーンでは砂地に棲む代表的な魚類のヒラメの幼魚や餌となるアミ類などが確認された。



③陸域の自然環境調査 【参考資料1 p.6-77～80】

■目的：砂浜における植物の生育状況を確認
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・大炊田の陸域では埋設護岸設置後の砂浜回復により、陸生のギョウギシバ等の植物が生育し、生育範囲が広がった。また、海浜
性植物が生息する半安定帯では高波浪の影響を受ける箇所も見られたが、前回（2018（H30）年）同様、オニシバ、コウボウムギ、
コウボウシバ、ハマヒルガオ等が確認された。

・その他の箇所は、概ね例年通りであった。
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陸域

H20年10月

H23年10月

R1年10月

浜崖は後退

浜崖は安定

H20年10月の地形

調査の基点位置

コウボウムギ

大炊田地区における
植生分布の変化

（測線L-4横断模式図）

H25年度にｻﾝﾄﾞﾊﾟｯｸ施工
経年的に養浜施工

調査日：2019（R1）年10月

調査日：2011（H23）年10月

宮崎海岸の植生面積の変化

植生面積の経年変化(自然植生の抜粋)

砂丘植物(抜粋)
グンバイヒルガオ ハマニガナ

ハマゴウ コウボウムギ

調査範囲：
延長約20km
（宮崎港～宮田川左岸）
幅150m程度

絶滅危惧種 絶滅危惧種
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環境 ①～③のまとめ

■主な調査・分析結果

〇アカウミガメ

・2019(R１)年は、宮崎海岸全体（一ツ瀬南～一ツ葉）で、上陸272回と産卵155回が確認

され、そのうち埋設護岸設置範囲に98回の上陸と51回の産卵が確認された。前回

（2018(H30)年と2019(R1)年）と比較すると、海岸全体の産卵数が173回から155回と若

干の減少であった。埋設護岸区間の上陸・産卵数は、大炊田では若干の増加、動物園

東では減少であった。

・ 7月の15日間調査（石崎浜～一ツ葉）で見ると、上陸・産卵数は前年より減少している

が、これは全国的な傾向と類似しており、今後も傾向の監視を継続する。

〇海域の自然環境

・波打ち際から沖合までの海域では、前回までと同様に多様な種が確認された。

〇陸域の自然環境

・大炊田では、陸生のギョウギシバ等の成育範囲が広がっており、前回同様、埋設護岸

上や背後の砂浜が安定してきた効果が確認された。

⇒養浜、突堤、埋設護岸の評価に反映



４．第９回効果検証分科会の検討結果

- 52 -

（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告
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海岸巡視による利用者調査 【参考資料1 p.4-154～160】

■目的：海岸の利用形態と利用者数を確認

・海岸巡視時の目視調査によると、釣り、サーフィンの順で利用が多かった。

・サーフィンは動物園東での利用が特に多かった。釣りは石崎浜周辺および動物園東で多いが海岸全

体で見られた。

※調査結果は精査中であり、今後、変更・修正する可能性があります

2020（R2）年1月 石崎浜

2020（R2）年1月 大炊田

2019（R1）年5月 動物園東
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利用のまとめ

■主な調査・分析結果

〇海岸利用

・釣り、サーフィン等、前回同様に海岸における多様な利用が確認された。

⇒養浜、突堤、埋設護岸の評価に反映
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告
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①計画検討の前提条件 評価（案）概要

評

価

調査結果を注視し、前提条件の使用を継続

調査結果を特に注視し、前提条件の使用を継続
主な理由：来襲する波のエネルギーおよびその方向に年変動が見られるが、現時点で土砂の移動方向が想定と異なるような変化傾

向は見られない。2019(R1)年の最大波高は10年確率波高(9.85m)と同程度でエネルギー平均波の波向も指標設定範囲内
であった。但し、2018（H30)年の最大波高や波向の状況など年変動が一定の傾向ではないため、計画波高(11.6m)と同程度
の波が観測され、2017(H29)年に若干北側からとなっていたエネルギー平均波の波向が指標設定範囲よりわずかに南側か
らとなっていることから、この点を特に注視しつつ観測を継続する。

前提条件の継続使用を保留

■今後の方向性
・地球規模では、今後、海面上昇等の気候変動の影響が生じることが予測され
ているが、宮崎海岸に対しての影響は把握できていないことから、データを蓄
積し、今後新たな知見が得られたときに適宜モデル等の見直しを行うものとす
る。なお、令和2年7月に「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方（提言）」が示
されており、今後の展開を注視する。

・計画検討の前提条件の変更が必要となる現象は見られていないが、高波浪の
来襲やエネルギー平均波向には年変動が見られるため、今後もデータを注視
していく必要がある。

≪主な市民意見≫
■最近の温暖化の傾向につ

いて考え方を提示していた
だきたい。

■台風の大型化による波浪が
懸念。

■計画検討の前提条件の課題
・ 2019（R1）年の年最大波高は9.7mであり、計画値より小さく10年確率波と同程度であった。
・年数回波高は設定した指標範囲より僅かに大きかった。1年間に来襲した波のエネルギー（土砂を動かす力）は平
年より若干大きかった

・エネルギー平均波の波向は、2019（R1）年は設定した指標範囲内であった。計画値に対しては若干南からであった。
・年変動が一定の傾向ではない（2018(H30)年の最大波高や波向の状況等）ため、今後も十分に注視することが必要
である。

青字：前回評価票から削除
赤字：今回の評価票素案で追記更新
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②養浜 評価（案）概要

■今後の方向性
・養浜を円滑かつ効率的に進めるために、他事業との連携
を更に進めて養浜砂を確保していく。

・更なる養浜の推進および総合土砂管理の取り組みの一
環として、将来の維持養浜に向けたサンドバイパス、サン
ドバックパスの検討を行う。先行し、北側からの流入土砂
量を増やすためのサンドバイパスの試験施工を関係機
関と協力し実施する。

・2019(R1)年度には一ツ瀬川河口付近の浚渫土砂1.5万m3

のサンドバイパスを実施し、連携手法や課題を確認した。
・なお、浜幅を回復するための養浜は、突堤延伸とセットと
なるため、突堤延伸を再開するまでは、台風等による急
激な侵食に対する砂浜の回復を中心に実施する。

評

価

対策は順調に進んでおり工法を継続

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続
主な理由：宮崎海岸全体で侵食進行の抑制効果が見られ、これまでに実施してきた養浜に一定の効果が見られる。一方、目標浜幅

５０ｍを確保するだけの回復には至っていないことから、サンドバイパスの検討等、更なる養浜の推進が必要である。な
お、アカウミガメの上陸・産卵に配慮した適切な養浜を引き続き実施することが必要である。

対策に解決すべき問題があり工法の継続を保留

≪主な市民意見≫

■砂浜50mの復元を、1日も早く実現してほしい。

■大炊田海岸は砂が付きはじめている。良い傾向。

■北から流入する土砂を増やすことについて、総合土砂
管理の中で検討してもらいたい。

■サンドバイパスで港の砂を長期間送ってほしい。

■一ツ瀬川導流堤沖側の土砂を浚渫して、養浜材として
使用してほしい。

■侵食を養浜だけで対処するのは難しいと感じる。抑制
効果と言えるのか疑問である。

■養浜の効果
・宮崎海岸全体で侵食進行の抑制効果が
見られ、これまでに実施してきた養浜に
一定の効果が確認できる。

■養浜の課題
・目標浜幅５０ｍを確保するだけの回復には至っていないことか
ら、更なる養浜の推進が必要である。
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③突堤 評価（案）概要

■突堤の効果
・突堤設置区間では、各突堤の北側（突堤先端沖より
陸側）で若干の堆積傾向がみられ、一定の効果が確
認できる。

■突堤の課題
・各突堤の北側への堆積傾向は確認できるが、顕著
な傾向ではなく、範囲も突堤先端沖より陸側である。

■今後の方向性
・引き続き、測量等による効果・影響の把握、施設の機能維持に努める。

・早期に効果を発揮させるため、突堤北側への直接的な土砂供給を進
める。養浜材は歩留まりが期待できる川砂利・川砂等を用いる。

・2019(R1)年度には、突堤区間の上手側である補助突堤②の北側に、
3.4万m3の川砂・川砂利養浜を実施し、粗い礫が沖側に広がらず海岸
線にとどまる傾向を確認している。

※養浜を実施した補助突堤②周辺に礫が目立つことについては、将来的には土砂
により恒常的に被覆されることを想定しており一時的な現象だと捉えている。底
質の状況確認を含めてモニタリングを継続する。

・抜本的な北から南への土砂移動を止めることが必要であり、突堤の延
伸を推進する。

評

価

対策は順調に進んでおり工法を継続

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続
主な理由：突堤群の設置範囲（陸側～突堤先端沖）でも若干の土砂量の回復が見られ、突堤近傍では一時的ではあるが砂浜も

見られるようになってきており、沿岸漂砂を捕捉する一定の効果は確認できる。ただし、砂浜の回復にまでは至っ
ておらず、現在の堤長では直接的な土砂供給が必要であり、沿岸漂砂を捕捉する効果を十分に発揮するためには更
なる延伸が必要と考えられる。

対策に解決すべき問題があり工法の継続を保留

≪主な市民意見≫
■突堤を早く延伸して欲しい。突堤を延伸
しないと砂は止まらないのではないか。

■突堤を150mまで延伸して地形の変化を
確認したい。

■突堤を増やした方が良いのではないか。
突堤の構造は透過型の方が良いのでは
ないか。

■突堤をつくっても砂がついていないので
はないか。（川砂・川砂利養浜実施前の意見）

■補助突堤②周辺の養浜は石が多すぎ
ではないか。
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④埋設護岸 評価（案）概要

≪主な市民意見≫
■埋設護岸によって浜崖後退が抑止されている（埋設護岸を設

置していなければ浜崖はまだひどくなっていたと思う）。
■植生の回復は埋設護岸だからこその副次効果と思う。
■アカウミガメはサンドパックの上側まで乗り越えて産卵している。

■台風が来るとサンドパックが露出し、アカウミガメの産卵に支障
が出ている。

■サンドパックの材質は紫外線に弱いため、露出部は早急に復
旧すべきである。

■埋設護岸の効果
・2019（R1）年は、宮崎県に上陸した台風8号，高波浪等が満
潮と3回重なった10号等、高波浪に対し、浜崖の顕著な後
退を防ぎ、背後地を守ることができた。これまで実施してき
た埋設護岸等の侵食対策の一定の効果が確認された。

・サンドパックが露出する状況も多く見られたが、著しい損傷
はなかった。

■埋設護岸の課題
・砂浜回復に向けた事業半ばであることから、侵
食傾向の大きい動物園東を中心に、波浪によ
りサンドパックが露出する状況がみられる。

・台風等によるサンドパックの露出は経年的に
見られ、台風後の次の台風に向けた緊急的な
対応が必要となっている。

■今後の方向性
・引き続き、測量および海岸巡視等で施設お
よび背後の浜崖の状態を確認しながら、サ
ンドパックの露出や損傷に対して、養浜や補
修等の緊急的な対応を行い機能維持に努
める。

・養浜と突堤による砂浜回復を推進するととも
に、学識者や地元環境保護団体の協力・助
言を得ながら、適正な維持・管理に努める。

評

価

対策は順調に進んでおり工法を継続

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続
主な理由：計画波高相当の高波浪来襲（2018(H30)年度）においても、埋設護岸設置区間の浜崖後退を防ぐことができ、一定の効

果が確認された。一方、侵食傾向の大きい動物園東を中心に、波浪によりサンドパックが露出する状況がみられるため、養
浜と突堤による砂浜回復を推進するとともに、学識者や地元環境保護団体と協力し、適正な維持・管理が必要である。

対策に解決すべき問題があり工法の継続を保留

赤字：今回の評価票素案で追記更新
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⑤年次評価の総括 【資料9-Ⅲ(1) p.93】

対 象 ～2018(H30)年度※

評

価

計画検討

前提条件

調査結果を特に注視し、前提条件の使用を継続

主な理由：来襲する波のエネルギーおよびその方向に年変動が見られるが、現時点で土砂の移動方向が想定と異なるような変化傾向は見られな

い。2019(R1)年の最大波高は10年確率波高(9.85m)と同程度でエネルギー平均波の波向も指標設定範囲内であった。但し、2018（H30)

年の最大波高や波向の状況など年変動が一定の傾向ではないため、この点を特に注視しつつ観測を継続する。

養 浜

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：宮崎海岸全体で侵食進行の抑制効果が見られ、これまでに実施してきた養浜に一定の効果が見られる。一方、目標浜幅５０ｍを確保す
るだけの回復には至っていないことから、サンドバイパスの検討等、更なる養浜の推進が必要である。なお、アカウミガメの上陸・産卵に
配慮した適切な養浜を引き続き実施することが必要である。

突 堤

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：突堤群の設置範囲（陸側～突堤先端沖）でも若干の土砂量の回復が見られ、突堤近傍では一時的ではあるが砂浜も見られるよ
うになってきており、沿岸漂砂を捕捉する一定の効果は確認できる。ただし、砂浜の回復にまでは至っておらず、現在の堤長では
直接的な土砂供給が必要であり、沿岸漂砂を捕捉する効果を十分に発揮するためには更なる延伸が必要と考えられる。

埋 設

護 岸

対策は概ね順調に進んでおり工法を継続

主な理由：計画波高相当の高波浪来襲（2018(H30)年度）においても、埋設護岸設置区間の浜崖後退を防ぐことができ、一定の効果が確認され

た。一方、侵食傾向の大きい動物園東を中心に、波浪によりサンドパックが露出する状況がみられるため、養浜と突堤による砂浜回復を

推進するとともに、学識者や地元環境保護団体と協力し、適正な維持・管理が必要である。

年次評価の

総括

■計画検討の前提条件である波浪について、波向が計画値と異なる場合には、土砂移動が想定と異なってくる。この場合には、養浜

や突堤の計画を再検討する必要が生じる。今後、この傾向が一時的な現象であるかを注意深く監視していくことが重要である。

■３つの対策（突堤、養浜、埋設護岸）は、各対策ともに一定の効果は発揮している。また、環境においては調査結果に変動はあるが

看過できない影響は見られず、利用においては看過できない変化・影響は見られていない。

■海岸全体としては侵食進行の抑制効果が見られ、これまでに実施してきた対策に一定の効果が見られる。一方、目標浜幅５０ｍを

確保するだけの回復には至っていない埋設護岸については、急激な浜崖の後退の防止には寄与しているものの、砂浜を回復させ

る機能はないことから、３つの対策のうち、砂浜を回復するための抜本的な対策である「土砂供給量の増加」、「養浜」により土砂を

増やすことと、「突堤」により南へ流出する土砂を減らすことをバランスを考えて今後一層進めていく必要がある。

※計画検討前提条件については外力関係：2019(H31)年1月～2019(R1)12月、漂砂関係：2019(R1)年度調査結果について。養浜については2019(R1)年度に実施した対策も一部含む
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告
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～宮崎海岸のオーダーメイド調査～

宮崎海岸では、侵食対策工事を本格的に進めてい
く段階に入ってきており、侵食対策の効果・影響を
把握するための調査についても、一般的な環境調
査項目を広域で実施するよりも、侵食対策の実施
箇所周辺に重点を置くなど焦点を絞った「宮崎海岸
のオーダーメイド調査」を実施していくことが必要に
なっている。

平成25年度 調査項目・地点等の削減（効率化）の実施

７年経過

効率化の不具合は生じていないか？ 更なる効率化はできないか？ 新たな調査は必要ないか？
令和2年度

・現時点では効率化による明
らかな不具合は確認されな
かったが、引き続き効率化
による不具合が生じないか
を確認していく。

・効率化の影響も明らかになっ
ていない事項もあることから、
今年度に関しては新たな効率
化は実施しないこととする。

・引き続き効率化については検
討を行い、効率化できる可能
性が生じた場合には具体的に
検討を行う。

・突堤(L=75m)、補助突堤①(L=50m)、補助突堤②(L=50m，完成型)の設置による、
漂砂環境の変化について検討した。

①突堤(L=75m)周辺海岸の地形変化は概ね振れ幅の範囲内であり、現時点では当
初見込んだ突堤の漂砂捕捉効果が過大/過小である可能性は高くない。

②養浜および突堤、補助突堤①，②の設置により、砂浜が消失していた住吉海岸の
突堤基部に砂浜が回復した時期もあった。特に補助突堤②基部は砂浜が広い時期
もあったが、恒常的に飛砂や突堤基部での砂の回り込みが発生する状況ではない。

・以上を踏まえ 、新たな調査として実施する調査項目は、令和２年度は、なしとする。

令和2年度後期以降の調査実施計画（案）の検討

調査計画立案 調査実施

調査計画の妥当性確認

調査項目・地点等の
削減等の検討

事業進捗による
新たな課題

（新たな調査の必要性）

調査方針見直し

事業の進捗（養浜継続、突堤延伸、埋設護岸設置）

前年度までに実施した
調査項目・地点等の
削減等の影響確認

① 調査の考え方



（R3.10以降）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1.潮位観測 水位計を定点に設置・観測 宮崎港 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 1

2.波浪観測 波高・流速計を定点に設置・観測 ネダノ瀬 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 2

3.風向・風速観測 風向・風速計を定点に設置・観測 赤江（気象庁） 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 3

流速計を定点に設置・観測 突堤周辺、県離岸堤区域，動物園東，大炊田海岸 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施

フロート、染料による表層流れの調査 突堤周辺 必要に応じて ● 未実施 実施しない 状況により判断

海抜(T.P.)-12mよりも深い場所での代表点 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない

突堤の北側にﾄﾚｰｻｰ投入、突堤の南北で追跡調査 必要に応じて ● H28年 実施しない 状況により判断

6.海底ビデオ ダイバーによる海底ビデオ撮影 代表測線 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 6

7.底質コアサンプリング 底質の鉛直方向の採取と放射年代測定等 海抜(T.P.)-12mよりも深い場所での代表点 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 7

8.飛砂調査 飛砂トラップ調査 砂浜が回復し飛砂が問題になった場所 必要に応じて ● ● 未実施 実施しない 状況により判断 8

9.流砂量観測 河川流量観測、掃流砂調査、浮遊砂調査等 小丸川・一ツ瀬川 必要に応じて ● 未実施 実施しない 実施しない 9

宮崎港南防波堤～一ツ瀬川河口(自然浜区間の埋設
護岸設置箇所及び浜崖頂部背後を含む区間)

毎年 ● ● ● ● R1年 ○ 従来どおり 実施

一ツ瀬川～小丸川 毎年 ● R1年 従来どおり 実施

前年度工事を行った箇所や侵食が激しい箇所など、
注目すべき地点

必要に応じて ● ● ● H28年 状況により判断 状況により判断

ﾏﾙﾁﾌｧﾝﾋﾞｰﾑ、ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞｰﾑ等を用いた測量 代表測線（水深T.P.-10～-12ｍより深い場所） 毎年 ● R1年 従来どおり 実施

11.空中写真 飛行機等による垂直空中写真撮影 県離岸堤区域～小丸川 必要に応じて ● ● R1年 実施しない 状況により判断 11

12.カメラ観測 カメラ観測機材を定点に設置・観測
CCTV：ｼｰｶﾞｲｱIC，一ツ葉PA，動物園東，大炊田
固定ｶﾒﾗ：石崎浜，富田浜

毎年 ● ● ● R1年 従来どおり 実施 12

13.突堤・離岸堤堤体の点検
直接水準測量もしくはレーザー測量
堤防点検等の手法を準用（潜水目視観察含む）

県離岸堤区域，突堤天端及び法面 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 13

14.水質調査(汀線部) 施工箇所周辺の汀線際バケツ採水、分析(SS、濁度) 当該年度の施工箇所周辺(汀線際) 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 14

15.水質調査(カメラ監視) 一ツ葉ライブカメラ等を用いた日常監視 県離岸堤北端～一ツ瀬川 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 15

16.水質調査(海中部) 採水器による海中養浜周囲の採水、分析(SS、濁度) 当該年度の施工箇所周辺(海上) 必要に応じて ● H24年 実施しない 実施しない 16

17.底質調査
採泥器、ダイバーによる底質採取、
分析(粒度、土粒子密度)

宮崎港～小丸川(砂丘～T.P.-12m：標高1mピッチ)
（一ツ瀬川河口含む）

必要に
応じて

● ● ● H22年 ○ 実施しない 実施しない 17

18.養浜材調査 養浜材の分析(水底土砂判定基準項目) 新規の養浜材発生場所 必要に応じて ● R1年
新規の材料を投入す

る場合実施
新規の材料を投
入する場合実施

18

19.浮遊生物調査 採水、ネットを用いたプランクトン採取、分析 住吉海岸(広域1地点) 必要に応じて ● H24年 ○ 実施しない 実施しない 19

20.付着生物調査 潜水目視観察および枠内採取、分析 住吉海岸(広域1地点) 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施 20

21.幼稚仔調査 サーフネットを用いた採取、分析 宮崎港～小丸川(広域3地点) 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施 21

採泥器、ソリネットによる底質採取、
分析(底生生物、底質環境)

宮崎港～小丸川(広域3エリア) 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施

ソリネットによる底質採取、
分析(底生生物、底質環境)

当該年度の養浜箇所およびその周辺
突堤および県離岸堤周辺　(対策実施箇所3エリア)

毎年 ● ● R1年 ○ 従来どおり 実施

Dフレームネット等を用いた定性採取法 石崎川河口域 5年毎 ● R1年 実施しない※2 実施しない※2

地元漁法(網漁法)による採取、分析 宮崎港～小丸川(広域3エリア) 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施

大型サーフネットによる採取、分析 住吉海岸(突堤周辺および動物園東)のサーフゾーン 毎年 ● R1年 従来どおり 実施

潜水目視観察(付着は枠内採取) 突堤および県離岸堤周辺 毎年 ● R1年 ○ 従来どおり 実施

24.漁獲調査 統計データ調査 宮崎港～小丸川(浅海域) 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 24

25.植生断面調査 ライントランセクト法、横断測量 宮崎港～小丸川(広域6測線) 毎年 ● ● R1年 ○ 従来どおり 実施 25

26.植物相調査・植生図作成調査 空中写真をもとに、踏査による目視・記録 宮崎港～小丸川 5年毎 ● ● R1年 実施しない※2 実施しない※2 26

昆虫 27.昆虫調査 任意採集法、ﾗｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法、ﾍﾞｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法 宮崎港～小丸川(広域8地点) 5年毎 ● H26-27年 実施しない※2 実施しない※2 27

28.鳥類調査 宮崎港～小丸川(広域：3定点含む) 5年毎 ● H26-27年
実施

(R2残調査)
実施しない※2 28

29.コアジサシ利用実態調査 コアジサシの繁殖場所 毎年 ● R1年 従来どおり 実施 29

30.アカウミガメ上陸実態調査 上陸・産卵痕跡の確認・記録、横断測量 宮崎港～一ツ瀬川 毎年 ● ● ● R1年 ○ 従来どおり 実施 30

31.文献調査 宮崎野生研の調査データの収集 宮崎海岸を含む県内全域 毎年 ● ● ● R1年 従来どおり 実施 31

32.固結調査 可搬型測定器を用いた貫入調査 宮崎港～一ツ瀬川 毎年 ● ● R1年 ○ 従来どおり 実施 32

33.漁船による操船調査 突堤周辺での漁船を用いた試験操業 突堤周辺 必要に応じて ● 未実施 状況により判断 状況により判断 33

34.海岸巡視 分布調査、聞き取り調査 養浜・突堤･埋設護岸施工箇所を含む宮崎海岸全体 毎年 ● ● ● R1年 従来どおり 実施 34

35.利用調査 分布調査、聞き取り調査 養浜・突堤･埋設護岸施工箇所を含む宮崎海岸全体 必要に応じて ● ● ● H23年 実施しない※1 実施しない 35

36.カメラ観測 カメラ観測機材を定点に設置・観測 ｼｰｶﾞｲｱIC，一ツ葉PA，動物園東，大炊田 必要に応じて ● ● 未実施 実施しない 実施しない 36

現地及び視点場からの目視及び写真撮影 突堤及び埋設護岸設置箇所周辺 毎年 ● ● R1年 従来どおり 実施

ヒアリング・アンケート等 突堤、埋設護岸 必要に応じて ● R1年 状況により判断 状況により判断

市民
意見

38.市民談義所・よろず相談所・
ヒアリング

聞き取り調査、書面等の確認の上要検討 問題が生じた場所およびその周辺 毎年 ● ● ● R1年 従来どおり 実施 38

39.巡視 関係者による目視、市民による目視・通報、ﾄﾞﾛｰﾝ撮影 県離岸堤北端～大炊田海岸(直轄工事区間) 毎年 ● ● R1年 従来どおり 実施 39

（なし）
※1：巡視時の利用分布やヒアリングは実施
※2：５年毎に実施

調査項目 詳細な調査手法(案) 実施場所・範囲
実施
間隔

確認事項

前回調査

海
象
・
漂
砂

4.流向・流速観測 4

今後の調査の
方向性

前提
条件

養浜
(機能①)

突堤
(機能②)

埋設
護岸
(機能③)

前回ま
での

効率化

今回
効率化

実施予定

2020(令和２)年度 2021(令和3)年度

5.トレーサー調査 着色砂等を用いた砂の追跡移動調査 5

22

環
境
・
利
用

水質 ○

測
量

10.地形測量

汀線横断測量
浜崖横断測量
ﾏﾙﾁﾌｧﾝﾋﾞｰﾑ等を用いた面的な測量 10

アカ
ウミ
ガメ

魚
介
類

23.魚介類調査 23

底質

浮遊・
付着・
幼稚仔

底生
生物

22..底質･底生生物調査

植物

鳥類 定点観察法、任意踏査による観察

新規調査

利用

景観 37.景観調査 37

目視点検

養浜投入前に実施
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従来どおり実施する（昨年度も実施） 昨年度は実施していないが実施する 該当事項が生じた場合に実施する 一部変更して実施 状況により実施を判断する

② 調査計画(案)
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③ 調査項目・手法（案）

調査項目 調査手法

海象・漂砂

潮位観測 水位計を定点に設置・観測
波浪観測 波高・流速計を定点に設置・観測
風向・風速観測 風向・風速計を定点に設置・観測
流向・流速観測 流速計を定点に設置・観測

測量

地形測量 汀線横断測量、浜崖横断測量、ﾏﾙﾁﾌｧﾝﾋﾞｰﾑ等を用いた面的な測量
カメラ観測 カメラ観測機材を定点に設置・観測

突堤・離岸堤堤体の点検
直接水準測量もしくはレーザー測量、堤防点検等の手法を準用
（潜水目視観察含む）

環
境
・
利
用

底質 養浜材調査 養浜材の分析(水底土砂判定基準項目)
付着・
幼稚仔

付着生物調査 潜水目視観察および枠内採取、分析
幼稚仔調査 サーフネットを用いた採取、分析

底生生物 底質･底生生物調査
採泥器、ソリネットによる底質採取、分析(底生生物、底質環境)
ソリネットによる底質採取、分析(底生生物、底質環境)

魚介類
魚介類調査

地元漁法(網漁法)による採取、分析
大型サーフネットによる採取、分析
潜水目視観察(付着は枠内採取)

漁獲調査 統計データ調査
植物 植生断面調査 ライントランセクト法、横断測量

鳥類
鳥類調査※

定点観察法、任意踏査による観察
コアジサシ利用実態調査

アカウミガメ
アカウミガメ上陸実態調査 上陸・産卵痕跡の確認・記録、横断測量
文献調査 宮崎野生研の調査データの収集
固結調査 可搬型測定器を用いた貫入調査

利用 海岸巡視 分布調査、聞き取り調査
景観 景観調査 現地及び視点場からの目視及び写真撮影

市民意見 市民談義所・よろず相談所・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 聞き取り調査、書面等の確認の上要検討
目視点検 巡視 関係者による目視、市民による目視・通報、ﾄﾞﾛｰﾝ撮影

※：5年毎に実施、R2年度の残調査



４．第９回効果検証分科会の検討結果
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（１）第９回効果検証分科会の開催概要

（２）今回の検証対象と検証の流れ

（３）調査結果の分析概要
１）海象(波浪)
２）測量(地形変化)
３）環 境
４）利 用

（４）年次評価(案)

（５）令和２年度後期以降の調査実施計画(案)

（６）分科会長からの検討結果報告



－地形変化について－
□地盤高の変化量について、突堤の周辺では土砂が溜まってきている傾向がみられる。この状況
から推察すると、突堤を延伸できれば、地盤高が高くなることが示唆されるような解析結果に
なっていると考えられる。

－川砂・川砂利養浜について－
□川砂・川砂利養浜については、いまは粒径の大きな土砂が目立つとのことだが、20～30㎝砂が
かぶれば一般の方の感覚からしても違和感ないと思う。また、生物に対しても問題はない。い
まから砂だけで砂浜を回復するには相当な時間と土砂量を必要とする。砂は流動性が高いため、
川砂・川砂利を土台として用いることは効率的に進める方法として適していると思う。

□突堤の区間は浜がほとんどなく、現状ではアカウミガメの産卵もないため、とにかく浜をつけ
るという意味で川砂利・川砂養浜は良いのではないかと考える。

□川砂・川砂利養浜の実施にあたってはアカウミガメ保護の観点から宮崎野生動物研究会とよく
調整しておく必要があると考える。

□底質の変化は水産生物・生態系に影響するので、川砂・川砂利養浜後の底質モニタリングを継
続して実施してほしい。

－アカウミガメについて－
□アカウミガメの上陸数は、宮崎海岸の今年の調査結果から、全国的な上陸数の波が底を打ち、
回復するであろう兆しがうかがえている。

－海浜植生について－
□砂浜・植生の回復は、自然の影響を受けつつ段階的に進むものである。半安定帯での植生につ
いても評価したいところであるが、現状の砂浜は、特に動物園東でサンドパック前面の半安定
帯が評価できるほど回復しておらず、今の段階では、大炊田の陸側安定帯を評価することで良
いと考える。
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① 委員からの主な意見・指摘（１）



－景観・利用について－
□現状で突堤のエイジングも十分に進んでいる。また、構造物の新設等ないことから、景観につ
いては、今のところ阻害はなさそうである。

□コロナ禍で身近で気分転換できる自然の場所の重要性・必要性が再認識されているところであ
る。宮崎海岸の価値の再考につながるのではないかと考えている。

－サンドバイパスについて－
□サンドバイパスに関し、海中に土砂を投入しているとのことであるが、やはり汀線付近から投
入するほうが砂浜回復には効果的であると考えられる。

コストとの兼ね合いになると思うが、どのような投入方法がコストと効果を勘案してベター
であるかを検討していくことも考えられる。そのために、可能であればトレーサ調査なども有
効ではないであろうか。

－今後の事業の進め方について－
□計画に対して半分程度の養浜を実施した現状を踏まえ、海岸域に残っている歩留まり量が重要
であると考えられる。

現状では歩留まっている土砂もあるものの、南側に抜け出ている土砂量も多いため、本質的
には南側に抜け出る土砂量を減らす突堤整備が重要であることを、改めて共有することも重要
である。

□次回委員会での議論や宮崎海岸に対する多くの市民意見が、突堤延伸の合意形成に役立つよう
な進め方を期待したい。
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② 委員からの主な意見・指摘（２）



－分科会長の総括－
□「計画検討の前提条件」については波エネルギーやその方向性に年変動が見られたものの、変更が必要とな

る現象は認められず、調査結果を注視しながら継続して使用することが妥当であると評価した。「養浜」、
「突堤」および「埋設護岸（サンドパック）」についても特段大きな問題点は見当たらず、それぞれの工事
を継続することが妥当であると評価した。これらの評価に先立ち、事務局から市民談義所を通して市民に対
してなされた説明においても、市民と事業者側の認識には大きなずれは認められなかった。とくに、埋設護
岸については、2020年の台風時においても浜崖侵食の抑制に寄与している状況から、対策としての効果が
あったとする意見が寄せられている。今年度後期以降の調査実施計画については原案通り実施することが妥
当である。

□一方、市民の間には、気候変動が進む中で計画検討の前提条件が妥当なのか、突堤の延伸が滞っているため
現状では養浜の効果が限定的ではないかなどの意見がみられた。これらはこれまでも指摘されてきたことだ
が、第1点目については、2020年7月に「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方」が国レベルでの提言として
とりまとめられ、その中では、過去のデータに基づきつつも気候変動による影響を明示的に考慮することが
謳われている。そこで、今後の全国的な動きや展開を注視しつつ、宮崎海岸の前提条件の見直しについても、
タイミングを計って見直しの必要性を検討していただきたい。2点目については、本事業が、埋設護岸、突堤
および養浜の3つの工法の相乗効果により「浜幅50 m」を確保することを根本的な考え方として計画されたも
のであり、これら3つの工法のどれに不足があっても所期の目標達成が難しいことを、市民も含め関係者すべ
てが改めて認識する必要がある。実際、突堤の周辺では土砂堆積の傾向が見られるので、突堤が延伸されれ
ば地盤高が高まることが期待される。

□この他、効果検証としては本年度が直接の対象年ではないが、現在、突堤周辺で行われている川砂利養浜に
ついて、石が目立つことへの違和感が市民の間にみられた。この点については、石はその場所に留まりやす
く、その上に砂が捕捉される効果があるといった川砂利を使うことの意義を丁寧に説明することが必要であ
り、昨年11月に市民談義所で実施した現地調査などによる説明を継続していただきたい。

□本事業に対しては概ね市民からの理解が得られていると思われるが、事業者には、技術上の特性、限界、問
題点などについて、市民がより一層理解を深められるような工夫を今後も不断にとっていただきたい。
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② 分科会長の総括

⇒令和元年度に実施した調査結果に基づく年次評価（案）及び今年度（令和元年）後期以降の
調査計画（案）は了承され、委員会に諮られることになった。


